地方独立行政法人神奈川県立病院機構第三期中期計画の変更について（概要）
１　変更の背景及び変更理由
〇　病院と診療所の外来機能分担を進める観点から、一定規模以上の保険医療機関（※）における紹介状なしの受診に対する定額負担を平成28年４月から導入。

〇　さらなる外来機能の明確化及び医療機関の連携を推進する観点から、令和４年度診療報酬改定において、紹介状なしで受診した患者等から定額負担徴収義務のある医療機関の範囲及び定額負担の額等が次のとおり見直された。
　※紹介状なしの受診に対する定額負担の対象となる医療機関の基準
（保険医療機関及び保険医療養担当規則等の一部を改正する省令より）
	
	新
	旧

	義務
	選定療養として、初診料7,000円以上、再診料3,000円以上で、病院が定める額の支払いを受けること。
【対象】
〇特定機能病院
〇紹介受診重点医療機関（一般200床以上）

〇地域医療支援病院（一般200床以上）


	選定療養として、初診料5,000円以上、再診料2,500円以上で、病院が定める額の支払いを受けること。
【対象】
〇特定機能病院
（新規）

〇地域医療支援病院（一般200床以上）




〇　上記制度改正により、神奈川県立病院機構第三期中期計画中の「第９　料金に関する事項」を変更する必要が生じた。
２　変更内容
　　地方独立行政法人神奈川県立病院機構第三期中期計画を次のとおり変更する。
　第９　料金に関する事項
　１　診療料等　（１）表中、
	新
	旧

	非紹介患者の初診

１件につき7,000円を超えない範囲内で理事長が定める額
紹介済患者の再診

１件につき3,000円を超えない範囲内で理事長が定める額


	非紹介患者の初診
１件につき5,000円を超えない範囲内で理事長が定める額
紹介済患者の再診
１件につき2,500円を超えない範囲内で理事長が定める額



３　議決及び認可について

中期計画の変更については、地方独立行政法人法第83条第３項により、議会の議決を経て設立団体の長が認可を行う。
４　施行日　
　　知事の認可の日
　　※　保険医療機関及び保険医療養担当規則の一部を改正する省令において、経過措置として、令和４年９月30日までの間に限り改正後の金額の支払を受けることを要しないこととされている。
≪参考≫

【地域医療支援病院と特定機能病院】
〇　地域医療支援病院
　　地域医療を担うかかりつけ医を支援する能力を備え、地域医療の確保を図る病院として相応しい構造設備等を有するものについて、都道府県知事が個別に承認するもの。
　→病院機構では、足柄上病院、こども医療センター、循環器呼吸器病センターが該当。

　（循環器呼吸器病センターは、200床以下の病院のため今回の改正には該当しない。）
〇　特定機能病院
高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び高度の医療に関する研修を実施する能力等を備えた病院について、厚生労働大臣が個別に承認するもの。

　→病院機構は、該当なし。
〇　紹介受診重点医療機関
医療機関が都道府県に対して外来医療の実施状況や紹介受診重点医療機関となる意向の有無等を報告し、「地域の協議の場」において、報告を踏まえ、協議を行い、協議が整い都道府県が公表した一般病床200床以上の病院。
　→病院機構は、該当なし。
こども医療センター、足柄上病院


が対象となる








こども医療センター、足柄上病院


が対象となる











